
資料５ 

１ 

１ 量の見込みの基本的な考え方                  

 
○子ども・子育て支援事業計画においては、「教育・保育」、「地域子ども・子育て支援事業」の量の見

込み並びにそれに対応する提供体制の確保の内容及び実施時期について定めることが必要。 

  

○子ども・子育て支援事業計画は、地域の人口構造や産業構造等の地域特性、「教育・保育」及び「地

域子ども・子育て支援事業」に相当する事業の利用状況、利用希望等を踏まえることとされている。 

 

○子ども・子育て支援事業計画の作成にあたり、保護者に対するニーズ調査を行い、「教育・保育」及

び「地域子ども・子育て支援事業」の現在の利用状況を把握するとともに、これらを踏まえて各事

業の量の見込みを推計し、具体的な目標設定を行うことが必要。 

 

■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」のイメージ 

Aブロック 

１年目 2年目 3年目 ・・・ 

1号 
（3-5歳教育のみ） 

2号 
（3-5歳保育の必要

性あり） 

3号 
（０-２歳保育の必

要性あり） 

1号 
（3-5歳教育のみ） 

2号 
（3-5歳保育の必要

性あり） 

3号 
（０-２歳保育の必

要性あり） 

1号 
（3-5歳教育のみ） 

2号 
（3-5歳保育の必要

性あり） 

3号 
（０-２歳保育の必

要性あり） 

・・・ 

①量の見込（必要利用定員総数） 300人 200人 200人 300人 200人 200人 300人 200人 200人 ・・・ 

②確保

の内容 

認定こども園、幼稚園、

保育園（教育・保育施

設） 

300人 200人 80人 300人 200人 150人 300人 200人 150人 ・・・ 

地域型保育事業   20人   30人   50人 ・・・ 

②－① 0 0 ▲100人 0 0 ▲20人 0 0 0 ・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

■地域子ども・子育て支援事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」のイメージ 

Aブロック 
１年目 2年目 3年目 ・・・ 

地域子育て支援拠点事業（機能強化型） 

①量の見込 3,000（10か所） 3,000（10か所） 3,000（10か所） ・・・ 

②確保の内容 3,000（10か所） 3,000（10か所） 3,000（10か所） ・・・ 

②－① 0 0 0 ・・・ 

 

※設定した教育・保育提供区域ごとに、認定区分に応じた各年度の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

必要量の見込みと確保内容を明記する必要があります。 

  

認定区分３区分 

１号：３～５歳の学校教育のみ 

２号：３～５歳の保育の必要性あり 

３号：０～２歳の保育の必要性あり 

※計画期間である５年目までの「量の見込み」等を明記します 



２ 

２ 「国の手引き」で示された量の見込みの基本的な算出方法               
 

 

 

 

 

 

 

 

市の全児童数を、 家庭のタイプに分けて、 利用意向を振り分ける 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 <ニーズ・利用意向をもとに全国共通で算出する事業> 

 対象事業 対象者 

① 
【１号認定】保育の必要性がなく、教育ニーズがある認定区分
（認定こども園、幼稚園） 

３～５歳児 

② 
【２号認定】保育の必要性がある認定区分（幼稚園、認定こど
も園、保育所） 

３～５歳児 

③ 
【３号認定】保育の必要性がある認定区分（認定こども園、保
育所、地域型保育施設） 

０歳児、１歳児、２歳児 

④ 時間外保育事業（延長保育事業） ０～５歳児 

⑤ 放課後児童健全育成事業（学童保育） 小学生 

⑥ 
子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 
※トワイライト事業は別で算出 

０～18歳未満 

⑦ 
地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター、つどいの
広場） 

０～２歳児 

⑧ 
一時預かり事業 
○幼稚園の在園児・認定こども園を対象とした一時預かり 
○その他の一時預かり 

 
３～５歳児 
０～５歳児 

⑨ 病児・病後児保育事業 ０歳児～小学３年生 

⑩ 
子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・センター事業） 

０歳児～小学生 

⑪ 
利用者支援事業（①～⑪の量の見込みを勘案して算出するこ
と） 

０歳児～小学生 

 

施設・事業の利用希望 

 

就労希望を勘案した 

家庭類型 

 

計画期間中（令和７年度

から令和11年度まで）の

本市における児童数を推

計 

推計児童数 潜在家庭類型 利用意向 

× × 
ニーズ調査の結果に基づく 

母数 

Ａ 

B 

C 

D 

E 

認定こども園を利用したい 

保育園を利用したい 

幼稚園を利用したい 

つどいの広場を利用したい 

ファミサポを利用したい F 

 

一時預かりを利用したい 

 

 



３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 算出に当たっての本市の考え方                  

 

◆原則、「国の手引き」で示された方法 

 ＜推計児童数×潜在家庭類型率×利用意向＞に基づき、算出する 
 

◆就学前児童の保護者、小学生の保護者に対するニーズ調査の結果を活用する 
 

◆国の第１回子ども・子育て会議では、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画策定時の調

査における課題として、実際の必要量よりも見込み量が多く出る傾向があるとされ、対応方針を示し

ていたところである。 
 

第１回子ども・子育て会議資料6-4 P6より 

 

こうしたことから、 

できる限り正確なニーズ把握を目的に、国の

手引きを踏まえつつ、個別に工夫を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 児童数の推計                          

◆推計方法 

新規開発による人口増を見込んだ上で、「コーホート要因法」という推計方法により全市人口、及び

ブロック別人口の推計を行う。 

  

潜在家庭類型 

(家庭類型)

タイプＡ ひとり親

タイプＢ フルタイム×フルタイム

タイプＣ フルタイム×パートタイム(月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

タイプＤ 専業主婦（夫）

タイプＥ パート×パート(双方月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

タイプＥ’ パート×パート(いずれかが下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

タイプＦ 無業×無業



４ 

５ 教育・保育施設サービス                         

５－１ １号認定（認定こども園及び幼稚園） 

① 対象児童年齢  ：３～５歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

 

推計児童数（潜在家庭類型Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業） の

「１．幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」または「２．幼

稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さ

らに時間を延長して、定期的に預かってもらっている）」ま

たは「４．認定こども園（施設の中に幼稚園と保育所があ

る施設）」を選択した人の割合 

 

④ 提供区域：５区域 

 

 

５－２ ２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が強いと想定されるもの） 

① 対象児童年齢  ：３～５歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

 

推計児童数（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

問16－２（平日定期的に利用している教育・保育事業）の

「１．幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」または「２．幼稚

園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに

時間を延長して、定期的に預かってもらっている）」を選択し

た人の割合 

④ 提供区域：５区域 

 

  



５ 

５－３ ２号認定（認定こども園及び保育所） 

① 対象児童年齢  ：３～５歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の 

「１．幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」から「10.居宅

訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅を訪問してこども

をみてくれるサービス）」のいずれかを選択した人の割合 

－
 

上記の割合から、５－２で算出した「２号認定（幼児期の学校

教育の利用希望が強いと想定されるもの）」の割合を控除 

④ 提供区域：５区域 

 

 

５－４ ３号認定（認定こども園及び保育所＋地域型保育） 

 ① 対象児童年齢  ：０歳児、１歳児、２歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜（ア）利用意向率＞ 

問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の 「３．

認可保育所（市役所に申し込んで入る公立保育所や私立保育

園）」から「10.居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅

を訪問してこどもをみてくれるサービス）」のいずれかを選択

した人の割合 

 

④ 提供区域：５区域 

 

  



６ 

６ 地域子ども・子育て支援事業                       

６－１ 時間外保育事業（延長保育事業） 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

保育の必要性がある家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の 「３．

認可保育所（市役所に申し込んで入る公立保育所や私立保育

園）」から「10.居宅訪問型保育（ベビーシッターなどが自宅

を訪問してこどもをみてくれるサービス）」のいずれかを選択

した人の割合 

× 

問16-4(2)（利用希望終了時間）で「18時30分以降＊」と記入し

ている割合 

 

④ 提供区域：５区域 

 

 

６－２ 放課後児童健全育成事業（学童保育） 

 ① 対象児童年齢  ：小学生 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｃ'＋Ｅ＋Ｅ' 

③ 量の見込みの算出方法： 

 

保育の必要性がある家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｃ'・Ｅ・Ｅ'） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問13（学童保育の利用状況）で「１．利用している」を選

択した人の割合、 

または、 

・問13（学童保育の利用状況）で「２．利用していない」を

選択し、かつ問15-1（学童保育の利用意向）で「１．利用

したい」を選択した人の割合 

 

④ 提供区域：５区域 

  

＊国の手引きでは、「18時以降」 

＊国の手引きでは、「Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ」 



７ 

６－３ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：すべての類型 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（すべての潜在家庭類型） 

× 

＜利用意向率＞ 

問32（ショートステイの利用希望の理由）として「１．冠婚葬

祭の際に利用したい」から「４．その他」のいずれかを選択し

た人の割合 

× 

＜利用意向泊数＞ 

上記回答者の平均泊数 

④ 提供区域：５区域 

 

 

６－４ 地域子育て支援拠点事業（つどいの広場、地域子育て支援センター） 

 ① 対象児童年齢  ：０～２歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（潜在家庭類型Ｃ'・Ｄ・・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問33（地域子育て支援拠点事業の利用状況）の「１．地域

子育て支援拠点事業」を選択し、かつ 

・問34（地域子育て支援拠点事業の利用意向）の「１．利用

していないが、今後利用したい」を選択した人の割合 

× 

＜利用意向回数＞ 

問33（地域子育て支援拠点事業の利用状況）の「１．地域子

育て支援拠点事業」を選択した人、または問34（地域子育て

支援拠点事業の利用意向）の「１．利用していないが、今後

利用したい」または「２．すでに利用しているが、今後利用

日数を増やしたい」のいずれかを選択した人の月当たりの平

均利用回数×12か月 

 

④ 提供区域：５区域 

  



８ 

６－５ 一時預かり事業  

 

① 預かり保育（１号認定） 

 

 ① 対象児童年齢  ：３～５歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

  

保育の必要性がない家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率（ア）＞ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の「１．幼

稚園（通常の就園時間だけ利用）」、または「２．幼稚園＋幼

稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を

延長して、定期的に預かってもらう）」、または「４．認定こ

ども園（施設の中に幼稚園と保育所がある施設）」のいずれか

を選択し、かつ 

・問31（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択

した人の割合 

× 

＜利用意向率（イ）＞ 

・問16-2（平日定期的に利用している教育・保育の事業）の

「１．幼稚園（通常の就園時間だけ利用）」、または「２．幼

稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さら

に時間を延長して、定期的に預かってもらう）」のいずれかを

選択し、かつ 

・問30（不定期事業の利用状況）の「１．一時預かり（私用な

どの理由で、保育所やこども支援センターなどで一時的にこ

どもを保育するサービス）」または「２．幼稚園の預かり保育

（幼稚園に通うこどもを対象にして、通常の就園時間を延長

して預かるサービスを不定期に利用している場合）」のいずれ

かを選択した人の割合 

× 

＜利用意向日数＞ 

上記回答者のうち、問31（不定期事業の利用意向）で「１．利

用したい」を選択した人の平均利用希望日数 

 



９ 

② 預かり保育（２号認定による利用） 

 

 ① 対象児童年齢  ：３～５歳児 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

《算出方法》 

 

 

 

 

 

④ 提供区域：５区域 

 

 

③ その他の一時預かり事業 

 

 ① 対象児童年齢  ：０～５歳以下 

② 対象潜在家庭類型：Ｃ'＋Ｄ＋Ｅ'＋Ｆ 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ） 

× 

＜利用意向率＞ 
問31（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択し
た人の割合 

× 

＜利用意向日数＞ 
問31（不定期事業の利用意向）の「１．利用したい」を選択した
人の平均利用希望日数 

－
 

6-5①の幼稚園における在園児を対象とした一時預かりの利用意
向日数（Ｃ'・Ｄ・Ｅ'・Ｆ）を控除 

 

④ 提供区域：５区域 

  

保育の必要性がある家庭の推計児童数 

（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＞ 

・問16-2（平日定期的に利用している教育・保育の事業）の「２．

幼稚園＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに

時間を延長して、定期的に預かってもらう）」を選択し、かつ 

・問18（平日定期的に利用したい教育・保育事業）の「２．幼稚園

＋幼稚園の預かり保育（通常の就園時間に利用し、さらに時間を

延長して、定期的に預かってもらう）」を選択した人の割合 

× 

＜就労日数＞ 

問12-1 母親の年間就労日数 

（週当たりの就労日数×52週） 

 



１０ 

６－６ 病児・病後児保育事業  

 

 ① 対象児童年齢  ：０歳児～小学３年生 

② 対象潜在家庭類型：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｅ 

③ 量の見込みの算出方法： 

 

保育の必要性がある家庭の推計児童数 
（潜在家庭類型Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

× 

＜利用意向率＊1＞ 
・問17-1（病気やけがで事業ができなかった場合の対処方 
法）で、「１．父親が仕事を休んだ」「２．母親が仕事を休
んだ」を選択し、かつ問17-2（病児・病後児保育等の利用
意向）で「１．できれば病気のこどものための保育施設な
どを利用したかった」を選択した人の割合、または 

・問17-1で「５．保育所や病院に併設する病気のこどものため
の保育施設を利用した」または「８．仕方なくこどもだけで
留守番をさせた」のいずれかを選択した人の割合 

    －
 

＜調整項目＊2＞ 
問17-4（病気のこどものための保育施設を利用しなかった、
利用したいと思わなかった理由）の「１．病気のこどもを家
族以外の人にみてもらうのは不安である」「２．病気のこど
もは家族がみるべきである」「８．父母が仕事を休んで対応
できるため」のいずれかに回答がある人の割合は控除 

× 
＜利用意向日数＞ 

上記回答者（控除後）の問17-2の「１．できれば病気のこども
のための保育施設などを利用したかった」の日数＋問17-1の
「５．保育所や病院に併設する病気のこどものための保育施
設を利用した」または「８．仕方なくこどもだけで留守番を
させた」の日数の合計の平均 

④ 提供区域：１区域 

 

  

＊１ 国の手引きでは、問17-1

（病気やけがで事業がで

きなかった場合の対処方

法）には「７．ファミリ

ー・サポート・センター」

を選択した人も含む 

＊２ 国の手引きには記載がな

い項目（本市独自設定） 
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６－７ 子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業） 

 ① 対象児童年齢  ：５歳児 

② 対象潜在家庭類型：すべての類型 

③ 量の見込みの算出方法： 

推計児童数（すべての潜在家庭類型） 

× 

＜利用意向率＞ 

・【低学年】問25（放課後の時間を過ごさせたい場所）の「７．

ファミリー・サポート・センター」を選択した人の割合 

・【高学年】問26（放課後の時間を過ごさせたい場所）の「７．

ファミリー・サポート・センター」を選択した人の割合 

× 

＜利用意向日数＞ 

・問25・問26で「７．ファミリー・サポート・センター」を選

択した人の平均利用希望日数 

 

④ 提供区域：１区域 

 

 

６－８ その他の事業  

次の(１)～(３)の事業は、ニーズ調査の結果によらずに推計することとされており、下記の算定方法

による推計を検討。 

(１)妊婦健康診査事業 

  直近の実績値に推計児童数の伸びを勘案して算定。 

 

(２)乳児家庭全戸訪問事業 

  各年度の０歳児の推計児童数。 

 

(３)養育支援訪問事業 

  過去３か年の年間最大利用者数を見込数として算定。 

 

※児童福祉法の改正に伴い、新たに設けられた「子育て世帯訪問支援事業」、「児童育成支援拠点事業」

については、改正後の内容が反映された国の手引きが届き次第、算定方法を検討する。 


